
 

 

 

 

 

 

第８編  議会・行政委員会等           

              市 議 会 

              選 挙 管 理 委 員 会 

              監 査 委 員 

              公 平 委 員 会 

              農 業 委 員 会 

              固定資産評価審査委員会 

 

 

 





  第１章 市議会                 議会局 

 

  第１節  市議会議員 

 

１ 議員数  条例定数 26人（平成31年４月21日の選挙から適用） 

現員数 26人（令和８年５月１日現在） 

 

２ 会派等構成                          令和８年５月15日現在 

会 派 名 
人 

数 

常 任 委 員 会 
議会運営 

委員会 総務 

経済 

環境 

厚生 

教育 

民生 

都市 

建設 

予算 

決算 

清風クラブ ８ ２ ２ ２ １ ７ ２ 

公明ひらつか ５ １ １ １ ２ ５ １ 

湘南フォーラム絆 ５ ２ １ １ １ ５ １ 

しらさぎ・無所属

クラブ 
４ １ １ １ １ ４ １ 

日本共産党平塚市議会

議員団 
２  １ １  ２  

無所属 ２ １   １ ２  

計 26 ７ ６ ６ ６ 25 ５ 

注：議長は常任委員を辞任しているので委員会の合計数と総数は合致しない。 

 

３ 当選回数別議員数               

回 数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

人 数 ４ ４ ２ ２ ３ ６ ３ ２ 
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  第２節 議会予算 

 

１ 議会費予算                 (単位 千円) 

節 ７年度(当初) ８年度(当初) 比 較 

報 酬 162,236 162,228 △８ 

給 料 61,644 68,492 6,848 

職 員 手 当 等 123,795 127,898 4,103 

共 済 費 65,471 65,045 △426 

報 償 費 146 146 ０ 

旅 費 4,060 3,962 △98 

交 際 費 300 300 ０ 

需 用 費 7,015 6,568 △447 

役 務 費 450 450 ０ 

委 託 料 13,592 12,757 △835 

使 用 料 及 び賃借料 3,725 5,027 1,302 

備 品 購 入 費 100 100 ０ 

負担金、補助及び交付金 23,516 23,507 △９ 

計 466,050 476,480 10,430 

 

２ 議員報酬                 (単位 円) 

月 額(適用年月日 令和７年４月１日) 

議  長 副議長 議員 

630,000 553,000 514,000 

 

３ 行政視察費 

(1) 行政視察旅費(年間限度額／１人)  常任委員会  90,000円、議会運営委員会  90,000円 

(2) その他 会議出席の費用弁償の制度はない 

 

４ 政務活動費 

政務活動費は、地方自治法により地方議会の活性化、議員の政策立案能力の向上を図るため法

制化されたものである。本市でも政務活動費に関する条例を定めている。 

条例では、議員の調査研究に資する必要経費や政務活動に関する費用の一部を補助することと

しており、月額１人５万円を年度当初に一括して（年額分60万円）議員個人へ交付している。ま

た、これとは別に海外視察を行う場合は１人当たり年額24万円を限度に政務活動費を交付してい

る。 
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  第３節 組織 

 

１ 常任委員会 

 (1) 所管事項 

    ア  総務経済常任委員会 

市長室、企画政策部、総務部、産業振興部、公営事業部、会計課、選挙管理委員会、監査

委員、農業委員会の所管に属する事項及び他の常任委員会の所管に属さない事項 

    イ  環境厚生常任委員会 

        福祉部、健康・こども部、福祉事務所、環境部、市民病院の所管に属する事項 

    ウ  教育民生常任委員会 

        市民部、教育委員会の所管に属する事項 

    エ  都市建設常任委員会 

まちづくり政策部、都市整備部、土木部、消防本部の所管に属する事項 

 (2) 任期    委員会条例により１年 

 (3) 常任委員会活動状況 

委 員 会 
会 議 日 数 会 議 時 間 

６年 ７年 ６年 ７年 

総務経済 ５ ５  ９時間49分  ７時間24分 

環境厚生 ５ ５  ８時間19分  ７時間09分 

教育民生 ５ ５  ８時間30分  ５時間24分 

都市建設 ５ ５ ８時間28分 ６時間01分 

計 20 20 35時間06分 25時間58分 

 

２ 議会運営委員会 

委員は、３人以上の議員を有する会派から選出し、選出人数は会派所属議員３人につき１人と

する。委員会には正副議長も出席し、議会運営その他議長の諮問事項について協議している。 

 (1) 活動状況 

会 議 名 
会 議 日 数 会 議 時 間 

６年 ７年 ６年 ７年 

議会運営 

委員会 
19 21 11時間47分 15時間30分 

 

３ 特別委員会 

(1) 決算特別委員会 

毎年度、決算審査のため特別委員会を設置している。令和６年度から、委員は議長を除く全

議員とし、決算特別委員会の中に総務経済分科会、環境厚生分科会、教育民生分科会、都市建

設分科会を設置し、各常任委員会の所管事項を審査している。各分科会の委員については、各

常任委員会の委員を充てることにしている。 
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 (2) 特別委員会活動状況 

委員会 
会 議 日 数 会 議 時 間 

６年 ７年 ６年 ７年 

決算特別 

委員会 
６  ６ 15時間35分 15時間08分 

会議日数、会議時間には、下記分科会開催分も含む 

分科会名 
会 議 日 数 会 議 時 間 

６年 ７年 ６年 ７年 

総務経済分科会 １ １ ３時間07分 ３時間28分 

環境厚生分科会 １ １ ４時間27分 ４時間24分 

教育民生分科会 １ １ ３時間36分 ４時間03分 

都市建設分科会 １ １ ３時間33分 ２時間24分 

 

  第４節 議会運営 

 

１  議会開議状況 

会議の種類 
会 期 会 議 日 数 会 議 時 間 傍聴人数 

６年 ７年 ６年 ７年 ６年 ７年 ６年 ７年 

定 

例 

会 

第１回(３月) 32 32 ６ ６ 17時間54分 17時間59分 72 43 

第２回(６月) 24 24 ６ ６ 14時間12分 13時間15分 65 58 

第３回(９月) 25 43 ６ ７ 15時間36分 15時間24分 52 94 

第４回(12月) 24 24 ６ ６ 15時間39分 15時間08分 33 64 

計 105 123 24 25 63時間21分 61時間46分 222 259 

臨時会 １ １ １ １ 11分 １時間05分 １ 24 

合計 106 124 25 26 63時間32分 62時間51分 223 283 
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２ 付議案件 （令和７年） 

(1) 本会議付議案件数 

 
案 件 市 長 提 出 案 件 議会提出案件等 その他 

計 

結 果 

条

例 

予

算 

決

算 

財
産
の
取
得
・
処
分
・
交
換 

損

害

賠

償 

市

道

の

認

定

・

廃

止 

契

約 

専

決

処

分

の

承

認 

人

事

案

件 

そ

の

他 

報

告 

総

合

開

発

計

画 

条

例

・

規

則 

意

見

書

・

要

望

決

議 

選

挙

・

選

任

・

辞

任 

修

正

動

議 

そ

の

他 
請

願 

陳

情 

前年から継続繰越                  １  １ 

新 規 付 議 34 32 ３   １ 14 ４ 10 11 12  ３ ３    ２  129 

結 
 
 

果 

可 決 34 32    １ 14   10   ３ ３    ２  99 

否 決                  １  １ 

認定等   ３     ４ 10 １ 12         30 

撤回・審議未了等                      

翌 年 へ 継 続                      
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 (2) 常任委員会審査案件数 

 

 
案 件 市 長 提 出 案 件 議会提出案件等 その他  

  結 果 

条

例 

予

算 

決

算 

財
産
の
取
得
・
処
分
・
交
換 

損

害

賠

償 

市

道

の

認

定

・

廃

止 

契

約 

専

決

処

分

の

承

認 

そ

の

他 

条

例

・

規

則 

意

見

書

・

要

望

決

議 

選

挙

・

選

任

・

辞

任 

修

正

動

議 

そ

の

他 

請

願 
陳

情 

計 

総

務

経

済

常

任

委

員

会 

前年から継続繰越                                  

新 規 案 件 13 ８         11  １           １   34 

結

果 

可 決 13 ８         11  １              33 

否 決                             １   １ 

認 定 等                                 

撤回・審議未了等                                  

翌 年 へ 継 続                                  

環

境

厚

生

常

任

委

員

会 

前年から継続繰越                                  

新 規 案 件 15 12           ３              30 

結

果 

可 決 15 12            ２               29 

否 決                               

認 定 等                １               １ 

撤回・審議未了等                                 

翌 年 へ 継 続                                 

教

育

民

生

常

任

委

員

会 
前年から継続繰越                             １   １ 

新 規 案 件  ４            １           １   ６ 

結

果 

可 決  ４           １           ２   ７ 

否 決                                  

認 定 等                                 

撤回・審議未了等                                  

翌 年 へ 継 続                                  

都

市

建

設

常

任

委

員

会 

前年から継続繰越                                  

新 規 案 件 ５ ５       １ ２  １               14 

結

果 

可 決 ５ ５       １  ２   １                14 

否 決                                  

認 定 等                                 

撤回・審議未了等                                  

翌 年 へ 継 続                                  
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３ 議会の運営 

(1) 議会は平塚市議会会議規則に基づき運営している。 

(2) 定例会の会期は通常１か月間程度で、そのうち本会議を６日間程度、常任委員会を２日間(３

月定例会は４日間)開催する。 

(3) 毎定例会の議案質疑と一般質問は、両者を一括し、会派代表制による総括質問としている。

また、３月定例会ではあわせて会派代表者による代表質問を行っている。質問時間は、会派の

所属議員数に応じた時間配分制を採用している。 

(4) 総括質問の質問方式は、一問一答方式と一括質問一括答弁方式の選択制としている。 

(5) 定例会においては、議案はそれぞれ所管する常任委員会に付託し審査している。 

(6) 臨時会においては、議案は委員会付託を省略し、本会議で審議している。 

 

４ 会議録 

  本会議や委員会などの会議を記録した会議録を作成している。 

(1) 会議録(冊子) 

次回定例会までに作成し、全議員、各部、図書館等に配布（発行部数112部）している。 

(2) 会議録検索システム 

  インターネット上で会議録を閲覧できるシステムを導入している。 

収録範囲：平成９年５月臨時会以降の本会議 

平成17年３月定例会以降の常任委員会、特別委員会、議会運営委員会、常任委員

協議会、議員全員協議会 

運用経過：平成15年５月から、平成９年５月臨時会以降の本会議の会議録を市議会のホーム

ページに掲載。 

 

５ 議会傍聴 

令和７年中の本会議傍聴者は283人であった。また、委員会の傍聴者は138人であった。 

 

６ 請願、陳情 

  市政に関することなどを市議会に直接要望する方法として、請願や陳情がある。 

(1) 本会議第２日目までに受理した請願は、その会期中に委員会で審査を行う。それ以後に受理

したものは、本会議最終日に委員会に付託し、閉会中に継続審査する。令和７年中の受理件数

は２件であった。 

(2) 陳情は、その写しを全議員に配付し、取り扱いを議会運営委員会で協議している。また、提

出された陳情趣旨に対する措置方法等を市長へ照会しているものもあり、その内容は、陳情者

と全議員に報告している。令和７年の受理件数は32件であった。 
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第５節 議会広報 

 

１ 議会報 

議会の活動状況を市民に周知し、議会に対する理解を深めてもらうために、昭和47年10月か

ら「ひらつか議会だより」を発行している。 

(1) ひらつか議会だより 

編集委員会は、３人以上の会派から１人ずつの委員と正副議長で構成している。 

掲載内容は、質疑を中心に議会活動全般にわたり掲載している。また、質問を行った議員本

人が質問と答弁をまとめ、発言者の意図が伝わる紙面づくりを目指している。 

発行はタブロイド版８ページで年４回とし、１回の発行部数は令和８年５月現在、117,300

部である (隔年で５月臨時会号も発行) 。 

配布はポスティングにより市内全戸に行っている。 

(2) 点字版議会だより 

目の不自由な方に向けて「ひらつか議会だより」を点字に訳した「点字版議会だより」を発

行している(Ｂ５版平均105ページ・発行部数28部)。 

(3) 声の議会だより 

目の不自由な方に向けて「ひらつか議会だより」を音声化した「声の議会だより」を発行し

ている(発行部数17部)。 

 

２ ケーブルテレビ中継等 

定例会本会議の模様は、ケーブルテレビ（湘南ケーブルネットワーク）、インターネットで放

送している。 

 

  第６節 議場  

 

１ 議場 

議事堂は本館８階である。本会議は平成26年９月定例会からこの議場で開催している。 

 

２ 議会図書室 

地方自治法第100条第19項及び平塚市議会図書室規程に基づき議会図書室を設置し、議員の調

査研究活動に役立つ刊行物や資料等を配架している。 

(1) 蔵書数 677冊 

(2) 資料 雑誌、新聞、行政資料、会議録など 
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  第２章 選挙管理委員会          選挙管理委員会事務局 

 

令和７年度は、第27回参議院議員通常選挙、第51回衆議院議員総選挙及び第27回最高裁判所裁

判官国民審査が執行された。また、期日前投票所を市庁舎本館、金目公民館、神田公民館、金田公

民館（金田公民館は参議院議員通常選挙のみ）及びラスカ平塚において開設し、投票環境の向上に

努めた。 

 

１ 選挙の状況 

※ 当日有権者数には在外選挙人名簿登録者数（７月20日：264人、２月８日：259人）を含む。 

 

２ 選挙人名簿 

(1) 永久選挙人名簿登録者数（令和８年３月２日現在） 

男 108,028人     女 108,914人     計 216,942人 

(2) 在外選挙人名簿登録者数（令和８年３月２日現在） 

男   131人      女    132人     計   263人 

 

３ 啓発事業（平塚市明るい選挙推進協議会と共に事業実施） 

(1) 街頭啓発活動  参議院議員通常選挙前  参加会員３人 

(2) 啓発活動    緑化まつりでの啓発物品配布 参加会員7人 

平塚市はたちのつどい（旧：成人式）での啓発物品配布  参加会員６人 

           東海大学湘南キャンパス校内での会員募集 参加会員６人 

 (3) 作品募集事業  選挙に役立つ標語の募集 

           一般の部  応募人数16人・応募総数41作品 

    最優秀賞 「たかが一票 されど一票 投票しなくちゃ 

始まらない」 

   中学生の部 応募人数265人・応募総数265作品 

最優秀賞 「この一票 日本をかえるチャンスです。」 

(4) 話し合い活動   令和７年度啓発事業の反省点、課題及び改善案について 

 

執行日 選   挙   名 定 数 当日有権者数 投 票 率     

７月20日 参議院神奈川県選出議員選挙 ４人 217,485人 56.02 

７月20日 参議院比例代表選出議員選挙 50人 217,485人 56.02 

２月 ８日 衆議院小選挙区選出議員選挙 １人 216,975人 49.73 

２月 ８日 衆議院比例代表選出議員選挙 23人 216,975人 49.73 

２月 ８日 最高裁判所裁判官国民審査 ２人 216,975人 48.42 
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  第３章 監査委員             監査委員事務局  

 
１ 基本方針、監査基準 

監査委員は、地方自治法、地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律

の規定に基づいて、監査、検査及び審査を実施し、その結果に関する報告を決定し、これを議

会及び市長等に提出し、公表する。 

(1)  基本方針 

監査委員は、公正で合理的かつ能率的な市の行政運営確保のため、違法、不正の指摘に 

とどまらず、指導に重点を置いて監査等を実施し、これにより市の行政の適法性、効率

性、妥当性の保障を期することを、監査の基本方針としている。 

(2)  監査基準 

監査を実施するに当たり、基本方針を踏まえて監査基準を定め、これにより統一的組

織的に監査を実施している。 

 
２ 実施した監査 

  監査等を義務づけられている定期監査、例月現金出納検査、決算審査、財政健全化審査を

中心に、一般会計、特別会計、病院事業会計、下水道事業会計において、次の監査等を行っ

た。 

(1)  定期監査（地方自治法第199条第１項及び第４項） 

  ア 一般会計及び特別会計については、５、６、９、11、12、２、３月に13部 20課を対

象として予算の執行及び収入・支出事務並びに財産の管理事務の監査を行った。 

  イ 市立小・中学校、幼稚園における予算の執行及び収入・支出事務並びに財産の管理事

務については、10月に小学校８校、中学校５校、幼稚園１園の監査を行った。 

  ウ 公民館における財産の管理事務については、10月に公民館９館の監査を行った。 

 エ 病院事業会計については、４月に契約事務、有形固定資産の取得・管理・処分の監査

を行った。 

 オ 下水道事業会計については、２月に収入・支出事務及び契約事務並びに財産の管理事

務の監査を行った。 

(2)  行政監査（地方自治法第199条第２項） 

監査対象部課が所掌する行政事務についてテーマを設定し、３月に「ＡＥＤ（自動体

外式除細動器）の設置及び管理状況について」を重点監査として実施した。 

(3)  随時監査（地方自治法第199条第１項及び第５項） 

工事監査については、12月に実施した。工事請負契約事務等の職員調査及び専門家に 
委託した工事施工の技術調査については、６月から９月に行った。 

(4)  財政援助団体等の監査（地方自治法第199条第７項） 

市が出資している１団体、指定管理者制度を導入している施設の中から３課３協定分、指
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定管理者３団体について９月及び10月に監査を行った。 
(5)  例月現金出納検査（地方自治法第235条の２第１項） 

一般会計・特別会計の現金出納検査は、現金・預金の確認、領収書、収入諸票を中心と

して現金の出納に関連する証拠書類の提出を求め、検査を行った。 

病院事業会計及び下水道事業会計の現金出納検査は、現金の収支に関連する証拠書類の

提出を求め、検査を行った。 

(6)  決算審査（地方自治法第233条第２項、地方公営企業法第30条第２項） 

ア ８月に一般会計・特別会計の決算審査を行った。本市の採用している監査の体系は、

定期監査、例月現金出納検査結果が、すべて、この決算審査に集約されるようになって

いる。これら監査、検査の結果を基に財政分析も併せて行った。 

    イ  病院事業会計及び下水道事業会計については、財務諸表が事業の経営成績及び財政状

態を適正に表示しているか否かを主眼に、７月に決算審査を行った。 

  ウ 一般会計・特別会計、病院事業会計及び下水道事業会計の現金、預金、有価証券の確

認を行った。また、一般会計・特別会計における新たに取得した重要物品等の確認及び

病院事業会計における棚卸資産の棚卸業務の確認を行った。 

(7)  財政健全化審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条 

第１項） 

   一般会計・特別会計の決算審査と同時期に、健全化判断比率及び公営企業３事業会計の 

資金不足比率について審査を行った。 
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第４章 公平委員会                     行政総務課 

 

 現在のところ当委員会には提訴事案はないが、他の地方公共団体の人事公平制度事案の状況に留

意し、関係法令の研さんはもとより、他の地方公共団体の委員会との連絡を密にし、情報の交換そ

の他により見識を深めている。 

平成 17 年度から公平委員会の事務として加わった人事管理に関する職員の苦情の処理について

は、２件の申出があり、その処理を行った。 

  

１ 委員会の開催及び各種研究会等への参加状況 

 

開催月日 

 

 

内            容 

５月28日 

６月３日 

10月29日 

７月25日 

10月31日 

神奈川県公平委員会連合会通常総会及び委員研究会（藤沢市） 

第１回定例会（人事案件、規則改正及び令和７年度事業計画等について） 

第２回定例会（委員長選挙及び登録団体の登録事項変更届等について） 

全国公平委員会連合会本部研究会（東京都千代田区） 

全国公平委員会連合会通常総会（東京都千代田区） 

 

２ 事 務 局 

 (1) 機構上の位置  総務部行政総務課 

 (2) 事務職員の構成  兼務職員７人（令和８年４月１日現在） 
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  第５章 農業委員会             農業委員会事務局 

 

 農業委員会は、昭和26年に制定された「農業委員会等に関する法律」に基づいて、市町村に設置

が義務づけられている行政機関で、農業委員と農地利用最適化推進委員で構成される地方自治法に

定める合議体の行政委員会である。 
 
  第１節 組織と運営  
 

１ 組  織 

農業委員会は、議会の同意を得て市長が任命した農業委員14人と、農業委員会が委嘱した農 

地利用最適化推進委員17人の合計31人で構成されている。 

  

２ 運  営 

 農業委員会の意思決定機関として、総会が設置されている。総会は毎月１回定例的に開催して

おり、農地の権利移動の許可や農地転用許可への意見の決定、農用地利用集積等促進計画を定め

る要請及び意見の決定、農業委員会の活動の計画の設定及び活動の点検・評価、市民農園区域の

指定の決定、県市への要望等について公正かつ厳正に審議を行っている。 

    

第２節 農業委員会の事務 

 

１ 農地移動について（農地法第３条） 

   許可・届出件数及び面積          （令和７年度） 

 件 数 面 積 (㎡) 

許 可 

届 出 

32 

114 

 44,137.07 

420,752.07 

計 146 464,889.14 

 

２ 農地転用について（農地法第４条、５条） 

  農地転用事由別取扱件数及び面積      （令和７年度） 

 件 数 面 積 (㎡) 

住 宅 

貸 住 宅 

資材置場等 

事務所等 

そ の 他 

289 

20 

36 

24 

10 

56,690.77 

8,585.96 

25,542.38 

10,432.72 

 2,095.09 

計 379 103,346.92 

 

  注：市街化区域内の届出によるものが、354件85,715.85㎡(４条届出60件22,747.62㎡、５
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条届出294件62,968.23㎡)、市街化調整区域内の許可が25件17,631.07㎡(４条許可３件

1,111.33㎡、５条許可22件16,519.74㎡)である。 

 

３ 農地の利用集積の促進 

 農地を貸し借りするときは、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、令和7年4月か

ら原則農地中間管理機構（公益社団法人神奈川県農業会議）が「貸し手」から農地を借り受けて

「借り手」に農地を貸し出す形となった。農地中間管理事業は、市街化調整区域の農地を対象に、

農業をやめる方や農業の規模を縮小される方から、農地中間管理機構が農地を借り受け、規模拡

大や新規参入される方（担い手農家等）に貸し付けることにより、農地利用の集積・集約化を進

める事業である。農業委員会は、貸し手・借り手の掘り起こしや農地の貸借のあっせんを行うと

ともに、市や農地中間管理機構に農用地利用集積等促進計画を定める要請及び意見を行い、農地

の利用集積の促進を図っている。 
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令和７年度 農用地利用集積等促進計画（合計） 
単位：㎡ 

件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 6 13 10,001 5 15 8,859 0 0 0 0 0 0 11 28 18,860

5 9 21 16,740 5 7 6,479 0 0 0 0 0 0 14 28 23,219

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 1 5 2,621 0 0 0 0 0 0 1 5 2,621

15 34 26,741 11 27 17,959 0 0 0 0 0 0 26 61 44,700

1 1 3 2,571 1 2 640 0 0 0 0 0 0 2 5 3,211

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 6 4,198 7 12 8,639 0 0 0 0 0 0 10 18 12,837

5 9 19 13,597 2 4 3,932 0 0 0 0 0 0 11 23 17,529

6 3 7 6,493 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 7 6,493

その他 0 0 0 2 2 1,689 0 0 0 0 0 0 2 2 1,689

16 35 26,859 12 20 14,900 0 0 0 0 0 0 28 55 41,759

31 69 53,600 23 47 32,859 0 0 0 0 0 0 54 116 86,459

新

規

賃借権

小計

使用
貸借権

新規
更新
の別

利用権
年

数

水　　田 普　通　畑 飼　料　畑 農業用施設用地 農 用 地 合 計

小計

計  

件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積 件数 筆数 面 積

1 4 10 7,282 2 2 2,384 0 0 0 0 0 0 6 12 9,666

2 2 2 2,034 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 2,034

3 43 95 68,307 18 44 31,447 0 0 0 0 0 0 61 139 99,754

5 23 35 30,634 13 19 20,777 0 0 0 0 0 0 36 54 51,411

6 2 5 3,573 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 3,573

その他 0 0 0 1 5 2,621 0 0 0 0 0 0 1 5 2,621

74 147 111,830 34 70 57,229 0 0 0 0 0 0 108 217 169,059

1 4 14 9,056 3 9 7,467 0 0 0 0 0 0 7 23 16,523

2 0 0 0 8 16 15,195 0 0 0 0 0 0 8 16 15,195

3 47 122 86,441 18 34 19,664 0 0 0 0 0 0 65 156 106,105

5 27 65 39,311 10 26 14,512 0 0 0 0 0 0 37 91 53,823

6 3 5 4,054 1 1 760 0 0 0 0 0 0 4 6 4,814

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

81 206 138,862 40 86 57,598 0 0 0 0 0 0 121 292 196,460

155 353 250,692 74 156 114,827 0 0 0 0 0 0 229 509 365,519

農業用施設用地 農 用 地 合 計

更

新

賃借権

小計

使用
貸借権

小計

計

新規
更新
の別

利用権
年

数

水　　田 普　通　畑 飼　料　畑

 
186 422 304 ,292 97 203 147 ,686 0 0 0 0 0 0 283 625 451 ,978総計  
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４ 遊休農地について 

 農地法に基づき、全ての農地を対象に毎年１回利用状況調査を行っている。また、遊休農地の 

 所有者に対して、適正な管理をするよう指導するとともに、利用意向調査を実施している。 

遊 休 農 地 面 積  21.6 ha 

農 地 台 帳 面 積 1,594 ha 

  割       合   1.3 ％ 

 

５ 農業者年金は、農業者の老後の生活の安定を図り、農業者の確保に資することを目的として、

加入者が納付した保険料を積み立て、積立金を安全・効率的に運用し、年金等を給付する事業 

である。農業委員会には年金業務の一部が委託されている。 

被保険者数 18人 

受給者数 79人 

 計 97人 

 

６ 国有農地管理事務について 

   戦後の農地改革の際、旧所有者から国が買収した農地で耕作農家への売渡しが不可能な農地は、 

農林水産大臣が管理権を有し、都道府県知事にその権限の一部が移譲されている。 

国・県・農業委員会の一連した農地行政の中で国有農地管理をしているが、現在において存在 

する国有農地は次のとおりである。 

農地貸付地   686㎡ 

未貸付地 4,773㎡ 

 計 5,459㎡ 
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  第６章 固定資産評価審査委員会         納税課 

 

 固定資産評価審査委員会は、地方税法の規定により、固定資産課税台帳に登録された価格に関す

る不服を審査、決定するために設置されているものである。 

 

１ 固定資産評価審査委員会 

 (1) 委員の定数（市税条例による）    ３人 

 (2) 委員の任期   ３年。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間 

 (3)  委員の選任   委員は、当市の住民、市税の納税義務者又は固定資産の評価について学識 

経験を有する者のうちから、市議会の同意を得て、市長が選任する。 

 

２ 審査委員会に対する審査の申出 

 (1) 審査申出のできる事項は、固定資産課税台帳に登録された価格に限られている。 

 (2) 審査申出のできる期間は、固定資産の価格等を登録した旨の公示の日から納税通知書の交付

を受けた日後３か月までとされている。 

 

３ 課税台帳の縦覧、審査の申出の状況 

年  度 種目 縦覧件数 審査申出件数 審査決定件数 

６ 

土地       

 

家屋 

 

償却資産 

10 

 

３ 

 

－ 

４ 

 

１ 

 

０ 

４ 

 

１ 

 

０ 

   計 13 ５ ５ 

７ 

土地       

 

家屋 

 

償却資産 

10 

 

４ 

 

－ 

０ 

 

０ 

 

０ 

０ 

 

０ 

 

０ 

   計 14 ０ ０ 
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